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総
務
省
が
速
報
ま
と
め
る

総
務
省
は
９
月
３０
日
、
平
成
２４

年
度
に
お
け
る
自
治
体
決
算
の
概

要
を
公
表
し
た
。
同
日
の
公
表
で

明
ら
か
に
さ
れ
た
資
料
は
「
都
道

府
県
」「
市
町
村
」
「
地
方
公
営
企

業
」
の
３
種
類
。
都
道
府
県
の
普
通

会
計
は
実
質
収
支
が
黒
字
で
、
黒

字
額
も
増
加
。
市
町
村
の
実
質
収

支
は
黒
字
だ
が
、
黒
字
額
は
減
少

し
た
。
普
通
会
計
決
算
は
速
報
値
。

▼
４
面
に
地
方
公
営
企
業

実
質
収
支
は
、
都
道
府
県
の
全

４７
団
体
、
東
京
２３
区
を
含
む
市
町

村
の
全
１
７
４
２
団
体
、
い
ず
れ

も
黒
字
だ
っ
た
。
市
町
村
の
歳
入

総
額
は
、
前
年
度
比
１
兆
３
２
５

２
億
円
の
増
で
５５
兆
４
６
３
６
億

円
。
う
ち
東
日
本
大
震
災
分
は
前

年
度
比
１
兆
７
５
７
８
億
円
の
増

で
、
震
災
分
を
除
い
た
通
常
収
支

分
は
前
年
度
比
４
３
２
６
億
円
の

減
で
５２
兆
２
３
８
４
億
円
と
な
っ

た
。
市
町
村
の
歳
出
総
額
は
、
前

年
度
比
１
兆
２
３
９
０
億
円
の
増

で
５３
兆
５
９
２
２
億
円
。
う
ち
震

災
分
は
前
年
度
比
１
兆
７
４
９
１

億
円
の
増
で
、
通
常
収
支
分
は
前

年
度
か
ら
５
１
０
２
億
円
の
減
で

５０
兆
５
９
９
９
億
円
と
な
っ
た
。

歳
入
歳
出
差
引
額
の
「
形
式
収

支
」
は
、
前
年
度
比
８
６
３
億
円

の
増
で
１
兆
８
７
１
５
億
円
の
黒

字
と
な
っ
た
。
歳
入
歳
出
差
引
額

か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越
す
べ
き
財

源
を
控
除
し
た
「
実
質
収
支
」
は
、

前
年
度
比
３
９
５
億
円
の
減
だ
が

１
兆
３
１
９
７
億
円
の
黒
字
。
当

該
年
度
の
実
質
収
支
か
ら
前
年
度

の
実
質
収
支
を
差
し
引
い
た
「
単

年
度
収
支
」
は
、
前
年
度
比
１
７

３
７
億
円
の
減
と
な
り
４
０
１
億

円
の
赤
字
と
な
っ
た
。
単
年
度
収

支
に
実
質
的
な
黒
字
要
素
を
加
え

た
の
ち
、
赤
字
要
素
を
差
し
引
い

た
「
実
質
単
年
度
収
支
」
は
、
前

年
度
比
９
９
３
億
円
の
減
だ
が
３

６
７
１
億
円
の
黒
字
と
な
っ
た
。

２２４４
年年
度度
市市
町町
村村
普普
通通
会会
計計
決決
算算
のの
概概
要要

市
町
村
民
税

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1883号１０月１５日平成25年
（2013年）

＜決算規模の状況＞

増減率

２．４％

▲０．８％

１１９．８％

２．４％

▲１．０％

１４０．７％

増減額

１兆３，２５２億円

▲４，３２６億円

１兆７，５７８億円

１兆２，３９０億円

▲５，１０２億円

１兆７，４９１億円

平成２３年度

５４兆１，３８４億円

５２兆６，７１０億円

１兆４，６７４億円

５２兆３，５３２億円

５１兆１，１０１億円

１兆２，４３１億円

平成２４年度

５５兆４，６３６億円

５２兆２，３８４億円

３兆２，２５２億円

５３兆５，９２２億円

５０兆５，９９９億円

２兆９，９２２億円

区 分

歳入総額

通常収支分

東日本大震災分

歳出総額

通常収支分

東日本大震災分

＜市町村税の推移＞ （単位：億円、％）

増減率

２．８

▲４．１

▲１．４

▲４．３

５．９

３．８

▲０．３

増減額

１５２

▲５２０

▲１２４

▲３，８５５

１，１８０

２，５４５

▲６２２

平成２４年度
収入額

５，６１４

１２，１５５

８，８７１

８５，８０４

２１，２８７

６９，４２１

２０３，１５２

区 分

その他

都市計画税

市町村たばこ税

固定資産税

法人分

個人分

合 計

〈歳入の状況〉

（１） 平成２５年１０月１５日 第１８８３号
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議
員
提
出
に
よ
る
議
案
別
件
数

は
表
�
の
と
お
り
。
調
査
結
果
に

よ
れ
ば
、
各
議
案
の
提
出
件
数
が

多
い
順
に
▽
意
見
書
案
�
５
４
５

１
件
▽
条
例
案
�
１
３
０
８
件
▽

そ
の
他
�
１
２
４
５
件
▽
決
議
案

�
６
８
７
件
▽
規
則
案
�
３
８
７

件
―
と
並
ん
だ
。

人
口
段
階
別
で
議
員
提
出
議
案

の
合
計
数
を
み
る
と
「
５
〜
１０
万

未
満
�
２
５
１
７
件
」
「
５
万
未

満
�
２
１
６
５
件
」
「
１０
〜
２０
万

未
満
�
１
９
５
５
件
」
と
続
く
。

こ
の
傾
向
は
、
人
口
段
階
別
を
構

成
す
る
「
市
の
数
」
に
由
来
す
る

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
な
ら
ば
人

口
段
階
別
で
１
市
あ
た
り
の
平
均

数
を
算
出
す
る
と
「
指
定
都
市
�

２７
・
８０
件
」
「
３０
〜
４０
万
未
満
�

２０
・
３６
件
」
「
４０
〜
５０
万
未
満
�

１９
・
２９
件
」
「
５０
万
以
上
�
１５
・

３３
件
」
の
順
と
な
っ
た
。
人
口
２０

〜
３０
万
未
満
か
ら
５
万
未
満
で
は

人
口
規
模
が
小
さ
く
な
る
ほ
ど
平

均
数
が
減
る
傾
向
と
な
っ
た
。
な

お
、
全
市
の
平
均
は
１１
・
１９
件
。

委委
員員
会会
提提
出出
にに
よよ
るる
議議
案案

委
員
会
提
出
に
よ
る
議
案
別
件

数
は
表
�
の
と
お
り
。
各
議
案
の

提
出
件
数
が
多
い
順
に
▽
意
見
書

案
�
１
０
６
１
件
▽
条
例
案
�
４

８
３
件
▽
規
則
案
�
２
１
２
件
▽

そ
の
他
�
２
０
５
件
▽
決
議
案
�

１
０
２
件
と
並
ん
だ
。

人
口
段
階
別
の
合
計
数
は
「
５

〜
１０
万
未
満
�
７
７
０
件
」
「
５

万
未
満
�
６
７
０
件
」
「
１０
〜
２０

万
未
満
�
３
２
８
件
」
と
続
き
、

議
員
提
出
と
同
じ
傾
向
が
み
ら
れ

た
。
議
員
提
出
と
同
様
に
１
市
あ

た
り
の
平
均
を
算
出
す
る
と
「
５

〜
１０
万
未
満
�
２
・
８５
件
」
「
５

万
未
満
�
２
・
６７
件
」
「
指
定
都

市
�
２
・
５０
件
」
「
２０
〜
３０
万
未

満
�
２
・
３３
件
」
と
続
き
、
人
口

規
模
に
よ
る
特
徴
は
な
く
、
各
区

分
が
ば
ら
つ
く
結
果
と
な
っ
た
。

前
号
に
続
き
、
今
号
で
も
本
会

が
取
り
ま
と
め
た
「
市
議
会
の
活

動
に
関
す
る
実
態
調
査
結
果
」
を

紹
介
す
る
。
調
査
事
項
は
�
定
例

会
・
臨
時
会
�
常
任
委
員
会
�
特

別
委
員
会
�
議
員
提
出
に
よ
る
議

案
�
委
員
会
提
出
に
よ
る
議
案
�

会
派
―
な
ど
２７
項
目
に
大
別
し
、

人
口
段
階
別
に
８
段
階
に
分
け
て

取
り
ま
と
め
た
。
�
�
�
な
ど
は

前
号
で
紹
介
し
て
お
り
、
今
号
で

は
�
�
�
ほ
か
「
政
務
調
査
費
」

な
ど
の
概
略
を
紹
介
す
る
。
な
お
、

こ
の
調
査
結
果
は
９
月
２７
日
付
で

全
市
議
会
事
務
局
へ
発
送
済
み
。

議議
員員
提提
出出
にに
よよ
るる
議議
案案

会
派
制
の
導
入
状
況
に
関
し
て

は
表
�
の
と
お
り
。
全
８
１
１
市

中
７
４
１
市
が
会
派
性
を
導
入
し

て
お
り
、
導
入
率
は
９１
・
４
％
と

な
っ
た
。
導
入
率
は
人
口
規
模
が

大
き
く
な
る
ほ
ど
高
く
、
「
２０
万

〜
３０
万
未
満
」
か
ら
「
指
定
都
市
」

の
区
分
で
は
全
市
で
会
派
制
が
導

入
さ
れ
て
い
る
。
導
入
率
の
傾
向

に
裏
打
ち
さ
れ
、
２１
・
１
％
に
相

当
す
る
「
５
万
未
満
」
の
５３
市
が

導
入
し
て
い
な
か
っ
た
。

議
会
を
構
成
し
て
い
る
会
派
の

数
は
、
導
入
し
て
い
る
７
４
１
市

の
う
ち
で
「
５
会
派
」
が
１
６
８

市
と
な
り
最
多
。
２０
・
７
％
を
占

め
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
続

会会
派派
制制
のの
導導
入入
状状
況況

【
３
面
へ
続
く
】

計

２，１６５

２，５１７

１，９５５

６８０

５７０

４０５

２３０

５５６

９，０７８

その他

４１１

３８１

２３２

１０２

６７

８

２３

２１

１，２４５

決議案

１４６

２１３

１５３

４２

３７

１６

１５

６５

６８７

意見書案

１，１４７

１，４５２

１，２２７

４０６

３８９

３２５

１４２

３６３

５，４５１

規則案

１１８

１０５

８０

２５

１９

１２

１１

１７

３８７

条例案

３４３

３６６

２６３

１０５

５８

４４

３９

９０

１，３０８

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２７０市）

１０～２０万未満
（１５７市）

２０～３０万未満
（４９市）

３０～４０万未満
（２８市）

４０～５０万未満
（２１市）
５０万以上
（１５市）
指定都市
（２０市）
全市

（８１１市）

計

６７０

７７０

３２８

１１４

６２

４５

２４

５０

２，０６３

その他

５９

１１２

１５

４

１０

０

２

３

２０５

決議案

２０

５３

１６

２

２

２

０

７

１０２

意見書案

３４３

３７７

１７９

５５

３６

２５

１５

３１

１，０６１

規則案

６６

７１

４３

１７

５

５

２

３

２１２

条例案

１８２

１５７

７５

３６

９

１３

５

６

４８３

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２７０市）

１０～２０万未満
（１５７市）

２０～３０万未満
（４９市）

３０～４０万未満
（２８市）

４０～５０万未満
（２１市）
５０万以上
（１５市）
指定都市
（２０市）
全市

（８１１市）

導入していない市

５３市
２１．１％
１６市
５．９％
１市
０．６％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
０市
０．０％
７０市
８．６％

導入している市

１９８市
７８．９％
２５４市
９４．１％
１５６市
９９．４％
４９市

１００．０％
２８市

１００．０％
２１市

１００．０％
１５市

１００．０％
２０市

１００．０％
７４１市
９１．４％

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２７０市）

１０～２０万未満
（１５７市）

２０～３０万未満
（４９市）

３０～４０万未満
（２８市）

４０～５０万未満
（２１市）
５０万以上
（１５市）
指定都市
（２０市）
全市

（８１１市）

本会調査

（平成２４年１２月３１日現在）

表③ 会派制の導入状況

市市
議議
会会
活活
動動
のの
実実
態態
まま
とと
めめ
るる

（下）

議
案
提
出
対
象
や
情
報
発
信
内
容
な
ど
調
査

表① 議員提出による議案別件数
（平成２４年１月１日～１２月３１日）

表② 委員会提出による議案別件数
（平成２４年１月１日～１２月３１日）

第１８８３号 平成２５年１０月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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議
会
広
報
の
う
ち
、
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
を
利
用
し
て
情
報
を
発
信

し
て
い
る
団
体
数
を
調
べ
た
と
こ

ろ
、
全
８
１
１
団
体
が
実
施
し
て

い
る
結
果
と
な
っ
た
。
情
報
発
信

の
内
容
は
表
�
の
と
お
り
。
本
会

で
は
２６
項
目
に
分
類
し
、
調
査
結

果
を
表
に
ま
と
め
た
。

各
市
が
取
り
組
ん
で
い
る
項
目

の
多
い
順
に
内
訳
を
み
る
と
▽
委

員
会
別
・
会
派
別
の
議
員
名
簿
�

９９
・
４
％
の
８
０
６
市
▽
会
議
日

程
�
９８
・
６
％
の
８
０
０
市
▽
議

会
の
し
く
み
、
傍
聴
案
内
�
９６
・

７
％
の
７
８
４
市
▽
会
議
録
、
会

議
録
検
索
シ
ス
テ
ム
�
９６
・
４
％

の
７
８
２
市
―
と
な
っ
た
。

ま
た
、
半
数
を
超
え
る
４
５
９

市
が
議
長
交
際
費
を
ネ
ッ
ト
上
で

公
開
し
て
い
る
ほ
か
、
政
務
調
査

費
に
つ
い
て
も
３４
・
５
％
の
２
８

０
市
が
発
信
し
て
い
る
と
し
た
。

議議
会会
のの
情情
報報
発発
信信
のの
内内
容容

【
２
面
か
ら
続
く
】

今
回
か
ら
初
め
て
「
本
会
議
場

・
委
員
会
室
等
で
の
議
員
の
パ
ソ

コ
ン
・
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
・
説
明

用
ス
ク
リ
ー
ン
・
説
明
用
パ
ネ
ル

の
使
用
状
況
」
を
調
査
項
目
に
加

え
た
。
調
査
結
果
に
よ
れ
ば
、
本

会
議
場
で
の
使
用
の
許
可
状
況
は

▽
パ
ソ
コ
ン
�
３２
市
▽
タ
ブ
レ
ッ

ト
端
末
�
２６
市
▽
説
明
用
ス
ク
リ

ー
ン
�
１３
市
▽
説
明
用
パ
ネ
ル
�

２
５
７
市
。
一
方
、
委
員
会
室
で

の
使
用
の
許
可
状
況
は
▽
パ
ソ
コ

ン
�
５３
市
▽
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
�

３８
市
▽
説
明
用
ス
ク
リ
ー
ン
�
２９

市
▽
説
明
用
パ
ネ
ル
�
９５
市
―
と

な
っ
た
。
「
パ
ソ
コ
ン
」
「
タ
ブ

レ
ッ
ト
端
末
」
「
説
明
用
ス
ク
リ

ー
ン
」
は
、
本
会
議
場
よ
り
も
委

員
会
室
で
の
使
用
が
認
め
ら
れ
易

い
傾
向
に
あ
る
よ
う
だ
。「
説
明
用

パ
ネ
ル
」
は
本
会
議
場
で
の
利
用

が
認
め
ら
れ
易
い
傾
向
に
あ
る
。

ＰＰ
ＣＣ
・・
タタ
ブブ
レレ
ッッ
トト
端端
末末
なな
どど

議
員
ら
へ
の
パ
ソ
コ
ン
の
貸
与

も
し
く
は
配
置
の
状
況
を
表
�
と

し
て
ま
と
め
た
。
複
数
回
答
に
よ

る
た
め
、
合
計
数
は
延
べ
数
と
し

て
取
り
ま
と
め
て
あ
る
。

内
訳
を
み
る
と
「
議
長
室
に
配

置
し
て
い
る
」
と
し
た
市
が
４２
・

７
％
の
３
４
６
市
で
最
多
。
次
い

で
「
議
会
図
書
室
に
配
置
し
て
い

る
」
と
し
た
市
が
３３
・
０
％
の
２

６
８
市
、
「
副
議
長
室
に
配
置
し

て
い
る
」
と
し
た
市
が
２６
・
９
％

の
２
１
８
市
。
最
少
だ
っ
た
項
目

は
「
議
員
１
人
に
１
台
ず
つ
貸
与

し
て
い
る
」
で
４
・
３
％
の
３５
市
。

次
い
で
「
公
費
に
よ
る
貸
与
は
行

っ
て
い
な
い
」
と
し
た
市
が
１８
・

６
％
の
１
５
１
市
と
な
っ
た
。

「
議
長
室
に
配
置
し
て
い
る
」

と
し
た
市
を
人
口
段
階
別
で
配
置

数
ご
と
に
み
る
と
「
５
〜
１０
万
未

満
」
が
１
０
７
市
で
最
多
。
次
い

で
「
５
万
未
満
」
が
９８
市
、
「
１０

〜
２０
万
未
満
」
が
７０
市
の
順
と
続

い
た
。
配
置
率
で
み
る
と
「
指
定

都
市
」
の
６５
・
０
％
、
「
４０
〜
５０

万
未
満
」
の
５７
・
１
％
、「
３０
万
〜

４０
万
未
満
」
の
５３
・
３
％
の
順
で
、

人
口
規
模
が
大
き
く
な
る
に
従
い

配
置
率
が
高
ま
る
傾
向
に
あ
る
。

議議
員員
等等
へへ
のの
パパ
ソソ
ココ
ンン

のの
貸貸
与与（（
配配
置置
））状状
況況

い
て
▽
６
会
派
�
１７
・
４
％
の
１

４
１
市
▽
７
会
派
�
１３
・
８
％
の

１
１
２
市
▽
４
会
派
�
１３
・
６
％

の
１
１
０
市
―
の
順
と
な
っ
た
。

逆
に
会
派
制
を
導
入
し
て
い
る

７
４
１
市
中
、
最
少
の
会
派
数
は

「
１
会

派
」
の
１３
市

で
１
・
６
％
、

１３
市
の
う
ち
１１
市
が
「
５
万
人
未

満
」
と
い
う
結
果
。
ま
た
、
「
１０

会
派
以
上
」
の
設
置
市
は
３８
市
、

区
分
別
で
は
「
１０
〜
２０
万
未
満
」

で
１２
市
、
「
５
〜
１０
万
未
満
」
で

９
市
と
い
う
結
果
と
な
っ
た
。

政
務
調
査
費
も
新
た
に
調
査
対

象
へ
加
え
た
。
結
果
は
▽
交
付
し

て
い
る
�
８５
・
９
％
の
６
９
７
市

▽
交
付
し
て
い
な
い
�
１３
・
６
％

の
１
１
０
市
―
な
ど
。
交
付
し
て

い
な
い
団
体
は
「
１０
〜
２０
万
未

満
」
が
５
市
、
「
５
〜
１０
万
未
満
」

が
２７
市
、
「
５
万
未
満
」
が
７８
市

で
、
そ
の
他
の
区
分
で
は
全
市
が

政
務
調
査
費
を
交
付
し
て
い
る
。

交
付
対
象
は
「
会
派
」
が
最
多

で
３
１
４
市
。
次
い
で
「
会
派
ま

た
は
議
員
」
が
２
０
０
市
、
「
議

員
」
が
１
５
３
市
と
続
い
た
。
政

務
調
査
費
を
交
付
し
て
い
る
６
９

７
市
の
う
ち
、
領
収
書
を
「
す
べ

て
添
付
」
し
て
い
る
市
は
全
体
の

９７
・
６
％
で
６
８
０
市
だ
っ
た
。

政政
務務
調調
査査
費費
のの
交交
付付
状状
況況

その他

７８市
３１．１％
６０市

２２．２％
３１市

１９．７％
７市

１４．３％
７市

２５．０％
３市

１４．３％
２市

１３．３％
１市
５．０％
１８９市
２３．３％

公費による
貸与は行っ
ていない

５６市
２２．３％
４９市

１８．１％
２２市

１４．０％
８市

１６．３％
５市

１７．９％
３市

１４．３％
３市

２０．０％
５市

２５．０％
１５１市
１８．６％

議会図書室
に配置して
いる

７７市
３０．７％
９２市

３４．１％
５７市

３６．３％
１８市

３６．７％
９市

３２．１％
４市

１９．０％
５市

３３．３％
６市

３０．０％
２６８市
３３．０％

副議長室に
配置して
いる

４６市
１８．３％
５９市

２１．９％
５１市

３２．５％
１７市

３４．７％
１４市

５０．０％
１２市

５７．１％
６市

４０．０％
１３市

６５．０％
２１８市
２６．９％

議長室に配
置している

９８市
３９．０％
１０７市
３９．６％
７０市

４４．６％
２３市

４６．９％
１５市

５３．６％
１２市

５７．１％
８市

５３．３％
１３市

６５．０％
３４６市
４２．７％

会派ごとに
貸与して
いる

２６市
０．４％
６９市

２５．６％
５５市

３５．０％
１９市

３８．８％
４市

１４．３％
７市

３３．３％
４市

２６．７％
５市

２５．０％
１８９市
２３．３％

議員１人に
１台ずつ貸
与している

１市
０．４％
７市
２．６％
９市
５．７％
４市
８．２％
３市

１０．７％
６市

２８．６％
１市
６．７％
４市

２０．０％
３５市
４．３％

５万未満
（２５１市）

５～１０万未満
（２７０市）

１０～２０万未満
（１５７市）

２０～３０万未満
（４９市）

３０～４０万未満
（２８市）

４０～５０万未満
（２１市）
５０万以上
（１５市）
指定都市
（２０市）
全市

（８１１市）

市数

１８７市
２３．１％

１３３市
１６．４％

４５９市
５６．６％

２８０市
３４．５％

２１１市
２６．０％

３３５市
４１．３％

９３市
１１．５％

１８２市
２２．４％

５１市
６．３％

１９市
２．３％

５７市
７．０％

９２市
１１．３％

１９３市
２３．８％

掲載内容

行政視察報告

議員報酬・費用弁
償

議長交際費

政務調査費

議会活性化への取
り組み紹介

意見書・決議

子ども向けのペー
ジ

議会用語の解説

議長・副議長の日
程

クイズ

外国語によるペー
ジ

携帯電話での閲覧
用ページ

その他

市数

７８４市
９６．７％

３０５市
３７．６％

８０６市
９９．４％

６２７市
７７．３％

６４１市
７９．０％

８００市
９８．６％

６７２市
８２．９％

７０６市
８７．１％

７５６市
９３．２％

７１７市
８８．４％

４３８市
５４．０％

７８２市
９６．４％

１３１市
１６．２％

掲載内容

議会のしくみ、傍
聴案内

議長又は正副議長
のあいさつ

議員名簿（委員会
別、会派別など）

議員の顔写真（委員
会別、会派別など）

その他の議員情報（住所、
電話番号、メールアドレス、
議員のウェブサイトなど）

会議日程

議案一覧及び結果
など

質問通告書、質問
内容など

議会だより

請願・陳情の提出方法、書
式のダウンロードなど

ネットによる議会
中継など

会議録、会議録検
索システム

市民からの相談室、
意見箱・掲示板など

（平成２４年１２月３１日現在、複数回答）

表⑤ 議員等へのパソコンの貸与（配置）状況

（平成２４年１２月３１日現在、複数回答）

表④ インターネット上での議会の情報発信の内容

（３） 平成２５年１０月１５日 第１８８３号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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政府

２２４４
年年
度度
地地
方方
公公
営営
企企
業業
決決
算算
のの
概概
要要

事
業
数
・
職
員
数
・
決
算
規
模
・
企
業
債
残
高
が
減
少

平
成
２４
年
度
の
都
道
府
県
と
市

町
村
の
普
通
会
計
決
算
概
要
と
と

も
に
、
同
年
度
の
「
地
方
公
営
企

業
決
算
の
概
要
」
が
公
表
さ
れ
た
。

▼
１
面
に
普
通
会
計
決
算

総
務
省
が
９
月
３０
日
に
公
表
し

た
資
料
に
よ
れ
ば
、
地
方
公
営
企

業
全
体
の
▽
事
業
数
▽
職
員
数
▽

決
算
規
模
▽
企
業
債
残
高
―
は
前

年
度
と
比
べ
減
少
し
た
が
、
建
設

投
資
額
は
１３
年
ぶ
り
に
増
加
へ
転

じ
た
。
公
営
企
業
全
体
の
総
収
支

は
５
２
３
１
億
円
。
金
額
で
９
８

５
億
円
、
増
減
率
で
２３
・
２
％
の

増
と
な
り
、
１３
年
度
か
ら
１２
年
連

続
で
黒
字
と
な
っ
て
い
る
。
黒
字

事
業
は
７
７
２
０
事
業
で
全
体
の

８９
・
１
％
を
占
め
、
前
年
度
と
同

じ
割
合
。
た
だ
し
、
こ
こ
で
い
う

事
業
数
は
決
算
対
象
事
業
数
で
、

年
度
末
事
業
数
と
一
致
し
な
い
。

２４
年
度
末
現
在
は
、
全
国
で
８

７
２
４
事
業
が
公
営
企
業
に
よ
っ

て
営
ま
れ
て
い
る
が
、
前
年
度
比

で
増
減
数
が
３０
事
業
、
増
減
率
が

０
・
３
％
の
減
と
な
っ
た
。
１４
年

度
の
１
万
２
６
１
３
事
業
を
頂
点

に
、
市
町
村
合
併
や
経
営
の
見
直

し
な
ど
を
要
因
と
し
、
年
を
追
う

ご
と
に
事
業
数
が
減
少
し
て
い

る
。
過
去
５
年
間
の
推
移
を
み
る

と
、
２０
年
度
の
事
業
数
と
比
較
し

て
３
７
２
事
業
、
４
・
１
％
の
減

と
な
っ
て
い
る
。

職
員
数
は
３４
万
４
２
８
３
人
と

な
り
、
前
年
度
比
で
増
減
数
が
３

５
２
５
人
、
増
減
率
が
１
・
０
％

の
減
と
な
っ
た
。
１２
年
度
の
４１
万

８
０
５
６
人
を
頂
点
と
し
、
年
を

追
う
ご
と
に
減
少
し
て
い
る
。
定

員
管
理
の
適
正
化
や
業
務
委
託
の

推
進
、
事
業
譲
渡
な
ど
の
要
因
に

よ
る
も
の
と
総
務
省
で
は
分
析
し

て
い
る
。
過
去
５
年
間
の
推
移
を

み
る
と
、
２０
年
度
の
職
員
数
と
比

較
し
て
２
万
４
３
５
５
人
、
６
・

６
％
の
減
と
な
っ
た
。

決
算
規
模
は
１７
兆
２
４
６
億
円

と
な
り
、
前
年
度
比
で
増
減
額
が

２
０
０
６
億
円
、
増
減
率
が
１
・

２
％
の
減
。
企
業
債
元
利
償
還
金

の
減
少
に
伴
う
資
本
的
支
出
の
減

少
な
ど
に
よ
り
、
規
模
が
縮
小
し

て
い
る
。
企
業
債
現
在
高
は
４９
兆

９
１
１
７
億
円
と
な
り
、
前
年
度

比
で
増
減
額
が
１
兆
６
９
０
９
億

円
、
増
減
率
が
３
・
３
％
の
減
。

お
知
ら
せ

内
閣
府
の
地
方
分
権
改
革
推
進

室

が
９
月
３０
日

か

らF
acebook

（
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
）
とT

w
itter

（
ツ
イ
ッ
タ
ー
）
の
運
用
を
開
始

し
ま
し
た
。
推
進
室
サ
イ
ト
の
記

事
更
新
情
報
、
重
要
と
思
わ
れ
る

情
報
な
ど
提
供
し
ま
す
。
推
進
室

で
は
積
極
的
な
活
用
を
自
治
体
関

係
者
へ
呼
び
掛
け
て
い
ま
す
。

１
、
ユ
ー
ザ
ー
名
�
地
方
分
権
改

革
推
進
室

２
、
ア
カ
ウ
ン
ト
名
と
Ｕ
Ｒ
Ｌ

▽F
a
c
e
b
o
o
k

c
a
o
.b
u
n
k
e
n

（
ア
カ
ウ
ン
ト
）

http
://w

w
w
.

facebook
.com

/cao.bun
ken

▽T
w
itte
r

cao_bun
ken

（
ア
カ
ウ
ン
ト
）

http
:
/
/
tw
itter

.com
/
cao
_

bun
ken

交交
付付
税税
をを
繰繰
上上
げげ
交交
付付
・・
本本
激激
指指
定定
もも

台
風
１８
号
で
多
大
な
被
害
を
受

け
た
自
治
体
に
対
し
総
務
省
は
１０

月
１
日
、
１１
月
定
例
交
付
分
の
普

通
交
付
税
を
繰
り
上
げ
交
付
す
る

こ
と
と
し
た
。
対
象
団
体
は
災
害

救
助
法
適
用
団
体
で
も
あ
る
福
知

山
市
と
舞
鶴
市
。
ま
た
、
４
日
の

閣
議
で
「
激
甚
災
害
（
本
激
）
」

に
も
指
定
し
た
。
対
象
は
全
国
。

全体の経営状況

（単位：事業、億円）

増減額

（Ｂ）－（Ａ）

合計

△３１

△１１０

△１２

△１，０９５

△４３

９８５

（注）１．事業数は、決算対象事業数（建設中のものを除く。）であり、年度末事業数とは一致しない。

２．黒字額、赤字額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支であり、他会計繰入金等を含む。

３．（ ）は、総事業数（建設中のものを除く。）に対する割合。

法非適用

△５８

５９

△１４

△６９

△７２

１２８

法適用

２７

△１６８

２

△１，０２６

２９

８５７

２４

（Ｂ）

合計

７，７２０

（８９．１％）

７，０７４

９４０

（１０．９％）

１，８４３

８，６６０

５，２３１

法非適用

５，５４８

（９７．７％）

１，３７１

１３０

（２．３％）

５１５

５，６７８

８５７

法適用

２，１７２

（７２．８％）

５，７０２

８１０

（２７．２％）

１，３２８

２，９８２

４，３７４

２３

（Ａ）

合計

７，７５１

（８９．１％）

７，１８３

９５２

（１０．９％）

２，９３７

８，７０３

４，２４６

法非適用

５，６０６

（９７．５％）

１，３１３

１４４

（２．５％）

５８４

５，７５０

７２９

法適用

２，１４５

（７２．６％）

５，８７１

８０８

（２７．４％）

２，３５４

２，９５３

３，５１７

年度

区分

黒字事業数

黒字額

赤字事業数

赤字額

総事業数

収支

地方公営企業の職員数の状況 地方公営企業の事業数の状況

地方公営企業の決算規模の状況
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